
要綱第５４号 

 

宇和島市離島高校生修学支援補助金交付要綱を次のように定める。 

 

 平成３０年 ４ 月 １ 日 

 

宇和島市長 岡 原 文 彰   

 

 

宇和島市離島高校生修学支援補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、離島（離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項

の規定により指定された本市の離島振興対策実施地域をいう。以下同じ。）に居

住する保護者の元を離れ、学生寮、アパート等（以下「学生寮等」という。）で

暮らし、高等学校等に通学する生徒の保護者に対し、予算の範囲内において宇和

島市離島高校生修学支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することにつ

いて、宇和島市補助金等交付規則（平成１７年規則第４７号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 高等学校等 高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成２２年法

律第１８号）第２条に規定する高等学校等をいう。 

（２） 保護者 高等学校等に通学する生徒に対して親権を行う者又は未成年後

見人をいう。 

（３） 自宅外通学者 高等学校等の学籍を有している者であって、当該高等学

校等に通学するため、離島に居住する保護者の元を離れて学生寮等（当該保護

者の所有する住居を除く。）に居住しているものをいう。 

（４） 居住費 下宿費、寮費、アパート代等の家賃相当額をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、離島に居住する自宅外通学者の居住費を負

担した保護者で、市税等を滞納していないものとする。 

（補助対象経費） 



第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、自宅

外通学者に係る１月当たりの居住費とする。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の額とする。ただし、自宅外通学者１人当た

り月額１５，０００円を上限とする。 

２ 補助金の交付対象となる期間は、自宅外通学者の在学期間とし、在学中の３年

間を上限とする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、宇和島

市離島高校生修学支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え

て、市長に申請しなければならない。 

（１） 高等学校等の学籍を有していることを証する書類 

（２） 自宅外通学者の居住の実態が分かる賃貸借契約書、入寮証明書等の写し 

（３） 保護者全員の市税等の納税・納付証明書又は非課税証明書 

（４） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は、居住費の支払に係る月の属する年度の末日までに行わなければ

ならない。ただし、市長が適当と認めたときはこの限りでない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受理した場合は、その内容を審査し、補助金を交

付することが適当と認めたときは、宇和島市離島高校生修学支援補助金交付決定

通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、交付の目

的を達成するため必要があるときは、条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項の審査の結果により、補助金を交付することが不適当と認めた

ときはその理由を付して、宇和島市離島高校生修学支援補助金不交付決定通知書

（様式第３号）により速やかに不交付の決定を申請者に通知するものとする。 

（補助事業の変更） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容

を変更しようとするときは、あらかじめ宇和島市離島高校生修学支援事業変更承

認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、宇和島市離島高校生修学支援補助金変更承認通知書（様式第５号）により

補助事業者に通知するものとする。 



（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業完了後３０日以内に、宇和島市離島高校生修学支

援補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。 

（１） 補助金交付対象期間の居住費を支払ったことを証する書類 

（２） その他市長が必要と認める書類 

 （交付方法） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、宇和島市離島高

校生修学支援補助金請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があった場合は、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

（交付決定の取消し） 

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） この要綱の規定又はこの要綱による市長の指示に違反したとき。 

（２） 虚偽の申請その他不正の行為により補助金交付の決定を受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定の全部又は一部を取り消した場合は、宇和

島市離島高校生修学支援補助金交付決定取消通知書（様式第８号）により補助事

業者に通知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第１２条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分について既に補助金が交付されているときは、補助事業者

に対し宇和島市離島高校生修学支援補助金返還命令書（様式第９号）により、補

助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  


